
 
 

平成 31年度一般財団法人山形県教職員互助会公益事業 

スクールコンサート運営業務委託 企画提案募集要項 

 

１ 目的 

  この要項は、平成 31年度一般財団法人山形県教職員互助会公益事業スクールコンサート運営業務

について、一般財団法人山形県教職員互助会会計規則第 50条第１項第１号に基づく随意契約の相手

方となるべき者を選定するにあたり、企画提案を募り、応募した事業者から業務委託候補者を選定

するために必要な事項を定めるものとする。 

 

２ 委託業務 

(1) 業務名 

   平成 31年度一般財団法人山形県教職員互助会公益事業スクールコンサート運営業務委託 

(2) 業務の概要 

別紙「平成 31年度一般財団法人山形県教職員互助会公益事業スクールコンサート運営業務委託

基本仕様書」のとおり。 

 (3) 委託契約期間 

   契約締結の日から平成 32年３月 31日まで 

 (4) 実施校数 

    35校 

 (5) 提案上限額 

6,041千円（消費税及び地方消費税を含む。） 

(6) その他 

平成 31年度の予算については現在編成作業中であり、実施校数及び提案上限額を変更する場合

がある。 

 

３ 応募に関する事項 

(1) 応募資格 

次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４第１項の規定に該当しない者 

イ 山形県税（山形県税に附帯する税外収入を含む。）及び消費税を滞納していない者 

ウ 雇用保険、健康保険、厚生年金保険等の社会保険に加入している者（加入する義務のない者

を除く。） 

エ 官公庁等との間で過去３年以内に当該業務と類似の業務委託を受託した実績がある者 

オ 山形県競争入札参加資格者指名停止要綱（平成 15年４月１日施行）に基づく指名停止措置を

受けていない者 

カ 山形県財務規則（昭和 39年３月県規則第９号）第 125条第５項に定める競争入札参加資格者

名簿（様式第 104号によるものに限る。）に登載されている者 

キ 山形県内に本店を有する者 

ク 会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）の規定に

基づき更正又は再生手続きをしていない者 
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ケ 次のいずれにも該当しない者（地方自治法施行令第 167条の４第１項第３号に規定する者に

該当する者を除く。） 

(ｱ) 役員等（参加者が個人である場合にはその者を、参加者が法人である場合にはその役員又

はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号において同じ。)が暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第６号に規定

する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から

５年を経過しない者（以下この号において「暴力団員等」という。）であると認められる者 

(ｲ) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団

をいう。以下この号において同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認めら

れる者 

(ｳ) 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用する等したと認められる者 

(ｴ) 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的

あるいは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していると認められる者 

(ｵ) 役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められ

る者 

 

(2) 失格事項 

次のいずれかに該当するときは失格となることがある。 

ア この要項に定めた資格が備わっていないとき 

イ 提出期限までに提出書類が整わなかったとき 

ウ 提出書類に記載すべき内容が記載されていないなどこの要項に適合しないとき 

エ 提出書類に虚偽又は不正があったとき 

オ 提案の内容が提案上限額を上回るとき 

カ 一事業者から複数の提案があったとき 

キ 審査員又は事務局職員に対して直接又は間接的に本応募に関し援助を求めたとき 

ク その他企画提案審査委員会において不適切と認められたとき 

 

４ 提出書類及び提出方法等 

(1) 提出書類及び提出部数 

ア 参加申込書（様式第１号） １部 

イ 会社概要（パンフレット等） ６部 

ウ 法務局が発行する「現在事項全部証明書」 １通 

※証明日 発行日が提出日から３カ月以内の原本を提出すること。 

エ 業務経歴書（任意様式） ６部 

※官公庁等との間で過去３年以内に当該業務と類似の業務委託を受託した実績を記載するこ

と。【必須記載事項】契約年度・納入年月日・契約の相手方・業務名称・業務内容・契約金

額（千円） 

オ 企画提案書（様式第２号） １部 

    企画案（任意様式） ６部及び電子データ一式 

    ※電子データは事務局のＰＣ環境で加工可能な形式で提出すること。 
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(2) 提出期限 

平成 31年１月８日（火）午後５時 

(3) 提出先 

「９担当」へ提出すること。 

(4) 提出方法 

持参又は郵送による。 

※持参する場合は、国民の祝日に関する法律（昭和 23年法律第 178号）に規定する休日、日曜

日及び土曜日（以下「休日等」という。）を除く午前９時から午後５時まで（正午から午後１

時までの間を除く）に提出先に持参すること。 

※郵送の場合は配達証明付き書留郵便に限るものとし、提出期限必着とする。 

 

５ 質問及び回答 

(1) 企画提案書の作成に係る質問等は、別紙「質問書（様式第３号）」により行うものとする。 

(2) 質問書の提出は、電子メールにより行うものとし、「９担当」あてに送信すること。 

(3) 質問書の受付期間は、平成 30年 12月 25日（火）午後５時までとする。 

 (4）質問書への回答は、その都度速やかに提出した事業者あてに電子メールにより行う。 

 

６ 審査方法 

  提出された企画提案書について、一般財団法人山形県教職員互助会が設置する「平成 31年度一般

財団法人山形県教職員互助会公益事業スクールコンサート運営業務委託企画提案審査委員会」（以下

「企画提案審査委員会」という。）において、別紙「平成 31年度一般財団法人山形県教職員互助会

公益事業スクールコンサート運営業務委託企画提案審査要領」に基づき審査を行い、最も優れた提

案を行った事業者（以下「受託候補者」という。）を選定する。審査結果は審査終了後、応募した事

業者全てに速やかに通知する。 

 

７ 委託契約に係る基本事項 

(1) 審査結果に基づき、受託候補者と業務委託契約の締結に向けた手続きを行う。 

(2) 受託候補者と業務委託契約条件等で合意に至らなかった場合、あるいは、受託候補者が応募の

失格事項に抵触し、失格することが後日判明した場合は、その者との契約の締結を行わず、企画

提案審査委員会において次点の評価を受けた事業者との契約の締結に向けた手続きを行うことが

ある。 

 

８ その他 

(1) 提出書類の作成及び提出に要する経費は応募した事業者の負担とする。 

(2) 提出期限後の提出書類の変更、差替えは認めない。 

(3) 提出書類は返却しない。また、必要に応じて複写を行う場合がある。 

(4) 受託した事業者の企画提案書の著作権は、業務委託契約締結時点で互助会に帰属し、企画提案

書の内容については変更を指示することがある。 

(5) 受託した事業者は、当事業の実施校の募集に際し必要な事項を事務局に提供するものとする。 

(6) 応募した事業者は、企画提案に当たり知り得た情報を第三者に漏らしてはならない 

(7) 参加を辞退する場合は、速やかに書面（任意様式）により「９担当」に提出すること。 
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(8) この募集及び契約については、事務局の都合により変更又は中止する場合がある。 

(9) この要項に定めのない事項については、別途協議のうえ決定する。 

 

９ 担当 

一般財団法人山形県教職員互助会 福利担当 

〒990-8570  山形市松波二丁目８番１号 山形県教育庁福利課内（県庁 14階） 

TEL：023-631-5115 FAX：023-624-1700 E-Mail：satou@yamakyogo.or.jp 
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